
 

介護保険住宅改修費の支給について 

 

 介護保険の要介護認定、要支援認定を受けた方が、居住している住宅を改修され、

改修内容が下の項目に該当する場合は、申請により住宅改修費が支給されます。居住

している住宅とは介護保険証記載の住所（住民票のあるところ）を指します。生活実

態が住民票記載地以外の場合は、対象になりません。 

施設や病院に入所、入院されている方は、対象となりません。ただし、退所・退院

後の在宅生活に向けて、入所・入院中に事前申請を行い、工事を完了させ、退所・退

院後に完了報告書を提出する場合は支給対象となります。 

ただし次の場合は、支給対象外となります。 

１） 工事完成前に死亡した場合 

２） 施設や病院を退所・退院する前に死亡した場合 

３） 要支援・要介護認定が非該当となった場合 

 

１ 住宅改修の種類  

 

工事の種類 内        容 

手すりの取付け 廊下、便所、浴室、玄関、玄関から通路等に転倒予防もしくは移動ま

たは移動動作に資することを目的に設置するもの。 

段差の解消 居室、廊下、便所、浴室、玄関等の各室間の床の段差および玄関から

道路までの通路等の段差を解消するための住宅改修。具体的には、敷

居を低くする工事、スロープを設置する工事、浴室の床のかさ上げ等。

昇降機、リフト、段差解消機等動力により床段差を解消する機器を設

置する工事は対象となりません。 

滑りの防止および移

動の円滑化等のため

の床または通路面の

材料の変更 

具体的には 

居室……畳敷→板製床材、ビニル系床材等 

浴室……滑りにくい床材への変更等が想定されます。 

引き戸等への扉の取

替え 

開き戸を引き戸、折戸、アコーディオンカーテン等に取り替えるとい

った扉全体の取替えのほか、扉の撤去、ドアノブの変更、戸車の設置

等も含まれます。ただし、引き戸等への扉の取替えにあわせて自動ド

アとした場合は、自動ドアの動力部分の設置はこれに含まれず、動力

部分の費用相当額は、保険給付の対象となりません。 

洋式便器等への便器

の取替え 

和式便器→洋式便器 

和式便器から、暖房便座、洗浄機能等が付加されている洋式便器への

取替えは含まれますが、既に洋式便器である場合はこれらの機能等の

付加は含まれません。さらに、非水洗和式便器から水洗洋式便器また

は簡易水洗洋式便器に取り替える場合は、水洗化の工事は含まれず、

その分の費用は対象となりません。 

その他これらの工事に付帯して必要な工事 

 介護保険住宅改修は、あくまでも日常生活動作を助けるためのものです。したが

って、趣味や仕事をするといった本人の生きがいや生活を充実させるための工事は

対象になりません。 

なお、予定されている改修内容が、介護保険の住宅改修に該当するかどうかわか

らない場合は、事前に担当課までお問い合わせください。 

事前に申請が 

必要です！ 



２ 支給額について  

 上記項目の住宅改修をされる場合、申請により改修に要した額の７～９割を、後

日介護保険から支給します。支給額は負担割合から算定されており、負担割合は住

宅改修を申請された方の所得により異なります（１～３割）。（例１①～③） 

ただし、支給限度基準額が２０万円と定められていますから、２０万円を超える

費用がかかった場合でも、負担割合に応じて支給限度基準額の７～９割の支給とな

ります。（次頁例２） 

また、一度住宅改修費の支給を受けた方が、再度住宅改修をされた場合は、支給

限度基準額から前回の住宅改修費を差引いた残りが対象費用となります。（次頁例

３） 

この支給限度基準額は、要介護等状態区分に関係なく２０万円です。 

 

 

例１①：住宅改修費用が１５万円（負担割合が１割の方）の場合 

 

        住宅改修費用 150,000円 

     保険給付額（９割、135,000円） 

 

                       自己負担額（１割、15,000円） 

住宅改修費用 150,000円に対し、９割の 135,000円が支給されます。 

 

 

例１②：住宅改修費用が１５万円（負担割合が２割の方）の場合 

 

        住宅改修費用 150,000円 

     保険給付額（８割、120,000円） 

 

                       自己負担額（２割、30,000円） 

住宅改修費用 150,000円に対し、８割の 120000円が支給されます。 

 

 

例１③：住宅改修費用が１５万円（負担割合が３割の方）の場合 

 

        住宅改修費用 150,000円 

     保険給付額（７割、105,000円） 

 

                       自己負担額（３割、45,000円） 

住宅改修費用 150,000円に対し、７割の 105,000円が支給されます。 

 



 

例２：住宅改修費用が２３万円（負担割合が１割の方）の場合 

 

        住宅改修費の費用 230,000円 

 保険給付額（支給限度基準額の９割、180,000円 １割 超過分 

 

      支給限度基準額 200,000円                    

 

                           自己負担額 50,000円 

 （１割分 20,000円＋超過分 30,000円） 

   支給限度基準額 200,000円の９割の 180,000円が支給されます。 

 

 

例３：すでに介護保険の住宅改修１５万円分を済ませており、今回新たに１０万円分

の改修を行った（負担割合が２割の方の）場合 

                     今回の住宅改修費用 100,000円 

                      うち今回対象 

   前回の住宅改修費用 150,000円   費用 50,000円  

 前回保険給付額（８割、120,000円）  今回保険給付額  2 超過分 

                      40,000円  割 50,000円 

      支給限度基準額 200,000円                       

 

       前回自己負担額（２割 30,000円） 

                          今回自己負担額60,000円 

       （10,000円＋50,000円） 

支給限度基準額 200,000円のうち、前回費用 150,000円の８割の 120,000

円を支給済みのため、残りの 50,000円に対し、８割の 40,000円が支給されま

す。 

 

３ 支給限度基準額の例外  

支給限度基準額は２０万円と定められていますが、以下の事例に該当した場合は、

例外となります。 

・要介護等状態区分を基準として定める「介護の必要の程度」の段階が３段階以上

上がった場合 

  「介護の必要の程度」が３段階以上上がった場合は、それまでの利用状況にか

かわらず、再度２０万円まで支給可能となります。このときに基準となるのは、

初めて住宅改修に着工した日の要介護等状態区分です。ただし、この例外は１人

の被保険者について１回限りとなります。 

・転居した場合 

  転居した場合には、転居前の住宅に係る住宅改修費の支給状況とは関係なく、

転居後の住宅について２０万円まで支給可能となります。この場合、前述の「３

段階以上重くなった場合」は、転居後の住宅のみに着目して適用されます。 

  転居前の住宅に戻った場合は、転居前に係る支給状況が復活します。 



４ 住宅改修費の支給を受けるには  
住宅改修の流れ 

 

 

 

 

 

（１）市へ事前申請の提出 ※必ず工事開始前に申請  
 事前申請に必要な書類 

提出書類 留 意 点 等 

①介護保険住宅改修費

支給申請書 
申請者は原則本人ですが、口座振替名義は、家族の名義でも構い

ません。 

②住宅改修が必要な理

由書 
担当の介護支援専門員（ケアマネジャー）等に、記載してもらい

ます。 

③工事見積書 

（内訳書） 

 

宛名は、申請者名を記載してください。改修部分、内容（仕様・

商品名等）、単価、数量、金額等を分けて記載してください（材

料費と施工費も分けて記載してください。）。 

④改修前の写真 

 

改修部分の工事前の写真を撮影し、添付してください。段差解消

の場合は段差がわかるもの、手すり取付けの際でも段差があるこ

とに対しての取り付けであれば、その段差部分が写ったものが必

要です。写真には必ず日付を入れてください。日付の入らないカ

メラの場合は黒板等に日付を記載して撮影するようにしてくだ

さい。デジタルカメラで撮影しプリントアウトしたものでも可と

します（写真外に日付を記載したものは不可）。 

⑤改修内容が把握でき

る図面（平面図、場合

によっては立面図等） 

 

改修前後の状況がわかるような図面を添付してください。段差解

消の工事の場合は、段差箇所および高さ等を記載してください。

手すりを取り付けられる場合は、施工後の図面に記載してくださ

い。また、できるだけ「④改修前の写真」の撮影位置を番号等で

表示してください。 

⑥所有者の承諾書 
 

住宅の所有者が申請者以外の場合、所有者の承諾書が必要となり

ます。 

 ※提出前に、「介護保険住宅改修費支給申請書 提出書類チェックリスト」を使用

して書類に不備がないか確認してください。 

 

 

（２）市から確認結果通知書の送付  

事前申請を提出すると、担当課で提出書類を審査し、住宅改修の内容が本人の自

立に向けた内容で保険給付として適当かどうかを確認して、その結果を被保険者

（本人）に通知します（約 1～２週間かかります）。その後住宅改修の工事を行っ

ていただきます。 

★確認結果通知より前に工事に着工すると、住宅改修費の支給が受けられなくなり

ますのでご注意ください。 

 

ケアマネジ

ャー 

等に相談 

（１）  

市へ事前申請

の提出 

（２） 

市から結果

通知送付 

着工 
（３） 

市へ完了報告

の提出 

給付費

の支給 



介護保険住宅改修費の支給についての問い合わせ先 

       彦根市高齢福祉推進課介護保険係 

        〒５２２－００４１ 

        彦根市平田町６７０ （彦根市福祉センター内） 

         ＴＥＬ：０７４９－２３－９６６０ 

        ＦＡＸ：０７４９－３０－９２３１ 

 

（３）工事完了後に市へ完了報告書を提出  

完了報告書の内容が適正と認められますと、住宅改修費の支給を決定します。 

完了報告に必要な書類 

提出書類 留 意 点 等 

①介護保険住宅改修費

対象工事完了報告書 
 

②住宅改修費用に係る

領収書 

宛名は、申請者名を記載ください。また但し書き欄も記載が必要

です。住宅改修費の対象とならない改修費用が含まれたものでも

構いませんが、事前に申請いただいた「工事見積書」または次の

「③工事内訳書または領収内訳書」と整合していることが必要で

す。 

③工事内訳書または領

収内訳書（請求書） 

申請時の「工事見積書」と全く変更がない場合は、省略してもか

まいません。 

④改修後が確認できる

写真 

 

申請時に提出した改修前の写真と同位置から撮影したもので、日

付が入っているもの。ただし、同位置からの撮影が不可能な場合

のみ、他の位置からの撮影でも可とします。 

改修箇所の全景が撮影されていないと支給が受けられなくなる可

能性がありますので、必ず撮影後確認してください。 

⑤住宅改修後の図面 申請時から工事内容が変更された場合のみ提出してください。 

 ※提出前に、「介護保険住宅改修費対象完了報告書 提出書類チェックリスト」を

使用して書類に不備がないか確認してください。 

 

★事前申請と工事内容を変更したい場合は、必ず事前に担当ケアマネジャー

等にご相談ください。 

 

 

５ 住宅改修を行うに当たっての注意点  

介護保険による住宅改修が増えていますが、必要のない工事を行ったり、本人

が要望する改修になっていなかったというトラブルが、全国各地で報告されていま

す。工事をしたが、実は介護保険の対象外だった例もあります。 

住宅改修には高度な専門知識と技術を必要とし、他の介護サービスと相互に関

連します。 

★住宅改修をするときは、必ず事前にケアマネジャー等に相談してください。

独断で工事業者と契約し、必要な申請を行わず工事をしますと、住宅改修

費は支給されません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢福祉推進課 令和 4年 12月改正 


